














































で発展してきている o I~ 立大学のいわゆる「独立行政法人化j にたi しては多くの学
長から反対声明が出され、議論の経過の 1:1で次第にトーンダウンしてきているが、
すでにこの問題は新構想、大学としての筑波大学の創設時にも議論された。そして、
当初jは同大学も特殊法人絡として出発するはずで・あったが、移転に伴う教員確保や
学生のi問題から結局は実現しなかったのである。現在、企業側も期待している器立
大学の法人化あるいは民常化の論議は今後も続くものと忠われるが、われわれは民
常化論議よりむしろ規制緩和!の方に将来の発展の新しい芽を見つけるべきであると
考える。
また、高等教育の費用負担については、わが国の場合、政府(及び地方自治体)
の負担と家計の負担がそれぞれはほ35%程度と拾抗しており、!攻米諸国とはその負
担の構造が著しく異なっている。実際、文部省の学生生活調査(平成 8年度)で
は、学生の年間の学費は平均で106万円に達し、生活費も約88万内で、合計約194万
円になっている。とりわけ私大下宿生は、今や年間250JJPil時代である。収入Tliで
は、家庭から約76%、奨学金約 6%、アルバイト約18%と、)王倒的に家計に依存し
ている O こうした状況に対して、多くの高等教育関係者はこれ以上家計負担を増や
すべきではなく、また政府の高等教育予算の確保についても、教育予算以外の予算
を削るか、もしくは新たな財源を開発すべきであると考えている。この費用食担の
問題とともに、他方ではわが留のような学生の履修単位数に関係なく一律の授業料
徴収についても検討の余地があるように忠われる。資金調達をめぐる「機会均等J
「平等性Jあるいは f能力主義Jr効率性J等の基本原理・原則についての歴史的・
比1¥交的検討と併せて、是非これからの本セッションで取り上げていきたい。
